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	１　はじめに
	気候変動、感染症、食料・水不足、資源枯渇、格差拡大などが急速に進む現代社会において、SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）を含む持続可能な社会・地球の実現に向けての教育、すなわち地球的課題解決のための資質・能力を育成するESD（Education for Sustainable Development：持続可能な開発のための教育。現行学習指導要領の根幹をなす「持続可能な社会の創り手（担い手）」の育成を目指す教育）0F の更なる充実は、UNESCO...
	一方、学校教育における地理教育は、身近な地域から世界、地球全体までの空間認識を育成し、国際理解を深め、平和で持続可能なグローバル社会の構築を目指す能力や態度を培う人間形成のための教育である。地理教育は、ESDの中核に位置付けられ、文理融合的な性格を有する地理学だけでなく、文化人類学や環境学、教育学など広範な学問分野の成果から構成されており、ESDの推進に果たす役割は大きい。さらに地理では、地理的見方・考え方の５つの次元、すなわち、位置と分布、場所、地人相関、地理的相互依存作用、地域の観点から考察を...
	そのため、ESDを中核とする地理教育の小学校・中学校・高等学校までの一貫したカリキュラムについて、地球的規模での課題の解決を図るESDにとって最も重要な「世界的視野の獲得」と「地域社会への主体的な関わり」の双方を育む観点から検討し、学校教育及び教員養成に携わる行政・教育関係者、さらには広く一般社会に対して、具体的な改善策を提案する意義は極めて大きい。
	２　作成の背景
	令和４年（2022年）４月から、高等学校において、「地理総合」が地理歴史科の必履修科目として授業が開始された。これにより、小学校では社会科（区分：地理的環境と人々の生活）、中学校では社会科地理的分野、そして高等学校の「地理総合」と、すべての児童・生徒が小学校から高等学校まで地理を学習する体制となった。この実現には、平成23年（2011年）8月に日本学術会議から発出された提言「新しい高校地理・歴史教育の創造－グローバル化に対応した時空間認識の育成－」[1]が大きく貢献しているといえる。日本学術会議...
	また、小学校から高等学校までの一貫カリキュラムを提案するに当たり、これまで高等学校を中心として議論を進めてきたため、地理教育やESDの入り口となる初等教育については十分な改善策を提示し得なかった。そこで、初等教育での地理教育，とりわけESDの視点に立った地理学習の現状と課題を明らかにし、改善策を述べるとともに、地理学以外の関係者との意見交換も踏まえ、より一層学問の融合的な観点からの改善を目指す必要がある。さらに、大学教育としての地理教育や実社会で活用できる地理教育とも連携させることで、ESDが目...
	３　現状及び問題点
	フィールドワークは地理学習における重要で中核的な技能・内容である。1988年の教育改革法を契機にイギリス（イングランド）において初のナショナル・カリキュラム（National Curriculum、以下NCとする）が設定されたが、1991年の最初のNC地理から現時点における最新版である2013年改訂版NC地理に至るまで、フィールドワークに関わる何らかの言及がなされてきた。NC地理（年齢別の段階を示すキーステージ１～３）では一貫してフィールドワークに関わる項目が設定されており、またNC地理だけでなく...
	(2)　小学校･中学校における世界に関する学習の現状と課題
	現代の子どもたちの日常には世界に関する情報が溢れている。しかし、その多くは断片化しており、戦争や災害など「負の情報」が目立つ。また、学校外での情報取得は個人差が大きく、得た情報は蓄積されず、他者と共有されにくい。このような状況下、図３・４をはじめとする近年の諸調査2F では、子どもたちの世界や外国、国際社会に対する関心が後退傾向にあることが明らかになっている[14]。
	一方で、近年、児童・生徒向けの世界地理関連書籍が多く出版されていることなどからも、子どもたちが世界を知る機会への保護者や市民の関心や社会のニーズは増していると考えられる。加えて、地域社会や学校において外国人住民や外国籍の児童・生徒が増加し、多文化共生が進む中で、子どもたちが世界について学ぶ必要性はますます高まっている。さらに、若者を対象とした調査では、図５に示したように、若者が世界や環境問題への関心が薄く、「世界」より「日本」、「環境」より「自分の生活」を優先する傾向が強まっていることも報告されて...
	本来、義務教育段階、特に知的好奇心や想像力が最も豊かな小学校期は、世界像の基礎と他者への共感的理解の土台を築く重要な時期である。しかしながら、現状では、系統的な世界認識と地球的視野の育成において学校教育が果たすべき役割が十分に発揮されていない。平成29年（2017年）及び平成30年（2018年）告示の学習指導要領では、小学校・中学校社会科及び高等学校地理歴史科・公民科の共通目標として「グローバル化する国際社会に主体的に生きる」資質・能力の育成が掲げられている。この目標を達成するためにも、児童・生徒...
	国立教育政策研究所による学習指導要領実施状況調査において、１年間の学習を振り返った児童アンケート調査[15]では、表１に示したように、第５学年で５割を超える児童が「世界の国々」を「もっと勉強したい」と回答している。一方、第６学年では「日本とつながりが深い国の人々のくらし」を挙げる児童は４分の１強にとどまる。こうした結果からも、児童の世界への関心は高いものの、現行カリキュラムでは十分にその興味関心を満たす学びが実現できていない現状がうかがえる。日本地理学会地理教育専門委員会が実施した教員アンケート3...
	このように、児童と教員へのアンケート調査から、児童の世界への関心そのものは高いものの、現在のカリキュラムの構造上、第５学年冒頭では「興味を喚起して終わる」、第６学年では「時期と内容の課題から深く学べない」といった十分な学びの実現が困難になっている現状が明らかとなった。
	②　小学校諸教科における世界の扱いと連携不足
	世界に関する事象は社会科だけでなく、他の教科や総合的な学習の時間、さらには学校生活全般でも扱われている。ただし、総合的な学習の時間の開始当初は、国際理解をテーマとした実践が最も高い実施率を示していたが、最近の調査4F ではその実施率は低下傾向にある[17]。一方、国語や音楽、教科化された道徳などでは、国際理解や様々な文化と伝統の尊重の観点も含め、低学年から世界の事象が題材として多く取り上げられている。特に外国語科の教材には、世界の日常生活や習慣、地理や文化など、児童の世界への興味関心を刺激する素材...
	小学校４年生から６年生を対象に行った児童の外国や世界に関する学習についての調査5F の自由記述には、一貫して外国や世界に対する旺盛な好奇心が見られ、学年が上がるにつれて、具体的な食文化から言語、政治や国際問題など、より抽象的な内容へと広がる傾向がある[19]。これは発達段階に応じた世界理解の深まりを示しており、小学校段階からの系統的な国際理解教育の重要性を裏付けている。一方で、「世界の国々」への高い関心があるにもかかわらず、地理的な内容への児童の言及は極めて少ない。これは、他教科だけでなく社会科で...
	地球規模の課題やグローバル化が進む現代において、環境・資源・貧困・紛争などの国際的な問題を、ローカル・ナショナル・グローバルといった多様なスケールから考察し、複数の国・地域の関係性を重層的かつ多面的に理解する力が求められている。こうした力を育む上で、地誌的な学習は、地域の特色や社会の構造を統合的に捉える視点を養う基盤となる。特に国単位の地誌学習は、各国の社会・文化・自然環境の違いを具体的に理解することで、国際社会の複雑な関係性や地球的課題の背景を読み解く力を育てる。グローバルな課題の理解には、国境...
	⑥　ESD推進と地理教育の役割の明確化
	ESDが国際的に重視される中、地理教育の役割は十分に明確化されているとはいえない。地理教育は、地球規模の課題を「どこで」「なぜ」起きているのかという地理的背景から捉える視点を提供し、持続可能な社会の創り手（担い手）を育成する上で重要な役割を果たす。近年、ESDやSDGs教育では、行動や態度が重視される一方で、思考の基盤となる地域の自然や社会・文化などの事象に関する個別的・基礎的な知識や概念などの理解が十分に重視されなかったり、後回しにされたりする場合も見受けられる。地理教育は本来、課題解決に必要な...
	(3)　「地理総合」実施後の現状と課題
	令和４年（2022年）度から実施されている高等学校等の教育課程で、地理歴史科に新設された必履修科目「地理総合」は設置５年目に入った。この間、高等学校等の現場で多くの実践が積み重ねられるとともに、令和７年（2025年）度入試からは、大学入学共通テストなどの大学等入試でも「地理総合」やその発展科目である「地理探究」の問題の出題が開始された。さらに、令和６年（2024年）12月からは次期学習指導要領改訂に向けた中央教育審議会など各方面の動きも始まっている。
	日本地理学会地理教育専門委員会は、「地理総合」授業の現状や課題を把握するため、全国の高等学校教員を対象に実態調査を実施した6F 。この調査は、今後の学習指導や支援体制の充実、さらには次期学習指導要領の改訂に向けた基礎的な資料を得ることを目的とした。調査は地理教育専門委員会と本分科会の企画により、令和７年（2025年）４月から７月にかけて実施され、地理歴史・公民科の教育課程や採択教科書、「地理総合」の学習指導などについて、全国各地の高等学校教員329名から回答を得た[26]。この調査結果をもとに、令...
	必履修科目「地理総合」を１年生で実施すると回答した教員は57％、２年生での実施は34％で、１年生での実施率が顕著に高い。「地理総合」は中学校までの社会科等で習得した知識やスキルを活用する主題学習として位置付けられているため、中学校の学習内容を高等学校の教員が理解していることが不可欠である。しかし、例えば「中学校で地域調査について学ぶ学習の内容とその知識・技能の定着度」に関する情報や研修を求めている教員は13％にとどまっている。この低い数値は、高等学校の教員が中学校の学習内容を既に理解しているという...
	一方、課題の追究及び課題の設定と発表型の授業を行っている教員は２割に満たない。背景には、教員が感じている指導上の制約がある。具体的には、地域調査などに必要な時間数の確保が必要と考えている教員が45％、地域調査の内容や方法に関する研修が必要と考えている教員が41％いる。つまり、地域調査の指導の仕方が分からないというスキル面、実施したくても時間数が確保できないという環境面での課題を多くの教員が抱えており、調査学習が講義中心となっていることが現状の課題といえる。
	さらに、この調査では、教員の教えやすさ・教えにくさと教員から見た生徒の学びやすさ・学びにくさが示されている。その結果が表３である。
	この調査結果によると、最も教えやすく、また教員から見て「生徒が学びやすい」と判断された中項目が「生活文化の多様性と国際理解」である。この内容は従来の地理学習に近く、また中学校社会科地理的分野の世界地誌の内容とも関連しやすいため、教員・生徒双方にとって取り組みやすい項目といえる。一方で、最も教えにくく、学びにくい項目とされたのがESDに深く関わる「生活圏の調査と地域の展望」である。地域調査は本来、小学校や中学校でも実施されるべき内容であるものの、前述したように、教員が研修として希望する講習内容の一つ...
	なお、「地理総合」に対する教員の評価を見ると、充実させるべき項目として「自然環境と防災」（34.7％）と「地図や地理情報システムと現代世界」（24.8％）が挙げられている。一方、現状維持を望む項目は「地域的課題と国際協力」（70.1％）、「生活文化の多様性と国際理解」（67.2％）などで、他の項目でも55％以上となっている。さらに削減したい項目として最も高いものでも「生活圏の調査と地域の展望」（11.8％）にとどまっている。
	以上のことから、「地理総合」の学習内容自体は教員におおむね理解され、着実に浸透しつつある。しかし、地域調査の学習や、中学校との連携といった課題は改善されておらず、これらは喫緊の課題として早急に取り組む必要がある。さらに「地理総合」では、中学校までの地誌学習や系統地理学習といった地理的アプローチを基盤として、ESDの視点を取り入れた主題学習として、課題設定や探究的な学習形態が求められる。しかし、そうした学習方法が十分に実践されているとはいえない。この背景には、教員が新しい指導法を理解し習熟するための...
	(4)　大学における地理教育の現状と課題
	小学校から高等学校までの一貫した地理教育カリキュラムを実施するに当たっては、大学における免許取得科目（地理学等の専門知識を学ぶ「教科に関する科目」）と、社会科・地理歴史科教育法などの教え方を学ぶ教科教育科目においても、以下の課題を踏まえた講義内容の検討が必要である。
	第一は、地球的課題に対する持続可能な社会構築（SDGs達成）のため、場所・国といった基礎的な理解の上にESDに地理学が取り組む必要がある点である。「地理総合」では、主題学習を通じて課題を見出し、その課題の解決を探究する学習が求められる。地理で主題学習を行うには、地理的な見方・考え方に着目して、地域という枠組みで地球的課題に取り組む視点が重要である。その解決のためには、グローバルな観点とその地域に応じたローカルな観点との両側面からのアプローチが不可欠である。また、地理の概念・観点に基づいて環境学や文...
	第二は、人間圏―生物圏―地球環境をシステムとしてとらえる必要がある点である。
	Folkeら［27］がハーマン・デイリー（H.Daly）の思想、すなわち、自然資本を土台とした経済・社会の形成が人々の幸福を実現するという点を踏まえ、SDGsの目標17（パートナーシップ）を頂点とし、他の目標をその下の３つの階層「経済圏」「社会圏」「生物圏」としたSDGs向けにアレンジしたウェディングケーキモデルが示すように、経済・社会からなる人間社会（人間圏）は自然資本（生物圏）に支えられている。これらは地球環境という基盤の上に成り立っており、人間圏―生物圏―地球環境は相互に作用するシステムを形...
	図７　SDGsウェディングケーキモデル
	学校教育をめぐっては様々な課題が浮上している。教員の過剰な負担や、教員の資質向上が大きな問題になっており、政府などにより改善策が提示されてはいる。しかし、教員の負担が大きいとされる中で、どのように改善していくのかは、行政だけでなく、大学の教員養成の教育とも関わる。このことは、「地理総合」において特に深刻であり、その対応は急を要するが、地理教育、ESDにおいては、小学校から高等学校までのESDに関わる地理教育だけでなく、大学教育としても考えるべき状況となっている。
	地理教育の社会実装を考える上で、『君たちはどう生きるか』[28]の一節は示唆に富んでいる。主人公コペル君は、ある日、幼い頃に飲んだオーストラリア産の粉ミルクが、無数の人々の労働や流通を経て自分の手元に届いていた事実に気付く。「人間分子網の目の法則」と名付けたこの発見を通じて、コペル君は「どのように社会・世界と関わり、よりよい人生を送るか」を問うことができるようになったのである。地理教育においても、地球的課題を自分ごととして捉え、国際協力の必要性を認識する意識・態度の社会実装のためには、地理的相互依...
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	このように、小学校段階から世界を地理的に捉える基礎を養い、中学校では州別主題学習を通じて探究的な学びに十分な時間を確保し、国や地域の関係性や地球的課題を空間的に捉える力を重点的に育成すれば、児童・生徒の発達段階に応じた効果的な学びにつながる。そのためには、小学校段階から高等学校段階まで見通した世界の学習のカリキュラムを策定すべきである。
	②　教科横断的な連携と探究活動の活性化
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	(4)　教員養成に関わる大学地理教育の再構築：地理教育における教員養成の現代化
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	地球的課題に向き合うためには、教員免許教科「地理歴史」の科目構成の再検討が必要である。現在の「人文地理学」「自然地理学」「地誌学」といった従来の履修区分が地球規模の課題への対応と必ずしも一致しない場合があるためである。また、教科に関する専門的事項の授業が教科書に沿った内容に偏り、学びが固定的になる傾向も見受けられる。例えば、ジェンダーは社会学でも取り上げられるが、地理学的にどう捉えるか、場所・国によって異なる解決方法があり、その観点から他分野と融合できる地理の在り方が求められよう。こうした課題...
	(5)　地理的相互依存作用の「人間化」を通じた意識・態度の育成
	地理教育の社会実装の課題は、手段として有用な知識・技能の社会実装は進む一方、社会課題や地球的課題に向き合う意識・態度の社会実装が遅れている点に集約される。
	現行の学習指導要領は、学校教育を通じて育成すべき資質・能力を「知識・技能」「思考力・判断力・表現力等」「学びに向かう力、人間性等」の３つに整理している。このうち、「学びに向かう力、人間性等」は、「どのように社会・世界と関わり、よりよい人生を送るか」という問いとの関係で養われる。この問いは、必然的に「地理的多様性に満ちた世界において、どのように･･･」という形で問われることになる。そして、問いの探求を通じて育成されるべきは、地理的多様性に関心を持ってこれを尊重し、地球的課題を自分ごととして捉え、国際...
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	教科としての「地理」も学問としての地理学も、世界が多様性に満ちているという事実の上に成立している。関係者が知恵を出し合い、幼稚園から小学校・中学校・高等学校、そして大学さらには社会教育を通じて、地理的多様性に対する関心とこれを尊重する態度を育むことが肝要である。そしてその土台の上に、国際協力に基づく地球的課題の解決に向き合う意識・態度を持った主体を形成していく姿勢を、目標として強調すべきである。

	(6)　小学校から高等学校までの地理教育一貫カリキュラム（試案）
	小学校から高等学校、さらに大学教育や社会実装につながる地理教育の全体像を構想することが求められる。これまで述べてきたフィールドワークの学習と世界の地理学習、そしてそれらのESDとの関連を踏まえ、小学校から高等学校までの一貫カリキュラムの試案を提示する。学年が上がるにつれて、対象を広げ、学習者の関わり方が受動的理解から主体的行動へと発展していくような設計が重要である。フィールドワークの学習や世界地理学習といった内容や技能を、どの段階でどの程度達成させるべきか、教育段階ごとに地理学習の位置付けを明確に...
	具体的なイメージについては、参考例として表４に暫定的な試案を示す。この試案は授業時数を増やすのではなく、中学校、高等学校では現行の学習指導要領の範囲でも十分対応可能である。小学校では、教員の裁量により社会科で調べる学習の時間を確保し、他教科や社会科における他の学習内容との関連を図る想定である。この試案ではフィールドワーク、世界の学習、ESDとの関連を事例に、小学校から高等学校までの重複感を減らし、スパイラルにスキルアップできるような一貫性を促す試案となっている。ここで示した試案は、現行カリキュラム...
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